大阪府私立専修学校専門課程質保証・向上補助金交付要綱
（趣旨）
第１条　府は、大阪府内に所在する私立専修学校の専門課程（以下「専門課程」という。）において、企業又は業界団体など（以下「企業等」という。）との産学連携の強化、教員資質の向上等の推進により教育内容を充実し、専門課程の質保証・向上を図るため、予算の定めるところにより、専門課程を設置する設置者（以下「設置者」という。）に対し、大阪府私立専修学校専門課程質保証・向上補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、大阪府補助金交付規則（昭和45年大阪府規則第85号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

２　補助金の交付について、規則の規定を適用する場合は、規則中、「知事」とあるのは、「大阪府教育長（以下「教育長」という。）」と読み替えるものとする。
（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
（１）産学連携
設置者が企業等と密接かつ組織的な連携体制を確保することをいう。
（２）教員研修
企業等と連携して、教員に対し必要な知識、技術、技能の向上及び指導力の習得・向上を目的として組織的に行う研修をいう。

（３）第三者評価
学校運営に関する外部の専門家を中心とした第三者が、自己評価・学校関係者評価の結果を踏まえつつ、教育活動その他学校運営の状況について、当該第三者が設定する評価基準に基づき、専門的・客観的視点から行う評価をいう。
（４）学生の修学支援に係る体制整備

　　　学生の修学環境を整えるため、学校生活、家庭及び進路の悩みに寄り添う専門人材を配置した学生相談体制の整備及び研修をいう。

（補助対象経費）

第３条　補助対象経費は、交付年度において設置者が実施する次の各号に掲げる事業（以下「補助事業」という。）に直接要する経費であって、他の補助制度の交付対象となっていない経費とする。ただし、第１号、第２号及び第４号に係る経費については、専門課程に係る経費に限る。
（１）産学連携による演習・実習等
（２）教員研修
（３）第三者評価の実施・公表
（４）学生の修学支援に係る体制整備
（補助金の額）
第４条　教育長は、予算の範囲内において補助金を交付する。補助金の額は、補助対象経費の２分の１（その額に千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）以内とする。ただし、１校あたり100万円を上限とする。
（補助金の交付の申請）
第５条　設置者は、規則第４条第１項の申請にあたっては、教育長が指定する日までに、次の各号に掲げる書類を教育長に提出しなければならない。
（１）交付申請書（様式第１号）

（２）要件確認申立書（様式第２号）

（３）暴力団等審査情報（様式第２号の２）

（４）その他教育長が必要と認める書類
（補助金の交付決定及び通知）

第６条　教育長は、前条の申請があったときは、規則第５条の規定により補助金の交付決定を行い、補助金の交付を受けようとする設置者に対し通知する。
（補助金の交付の条件）

第７条　教育長が、規則第６条第２項の規定により附する条件は、次の各号に掲げる条件とする。

（１）補助金の交付を受けた設置者（以下「補助事業者」という。）は、補助金の収入及び支出を記載した帳簿を備え、経理の状況を常に明確にし、補助事業に関するすべての関係書類とともに補助事業の完了した日又は廃止した日の属する年度の翌年度から10年間保存すること。
（２）補助事業者は、補助事業の執行状況に関しての調査又は報告を求められたときは、これに従うこと。
（事業内容の変更等）

第８条　補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容を変更しようとする補助事業者は、規則第６条第１項第１号又は第２号の規定により、次の各号に掲げる書類を教育長に提出し、承認を受けなければならない。ただし、補助金の交付の目的の達成及び補助金の額に影響を及ぼさない軽微な変更である場合は除く。
（１）変更交付申請書（様式第３号）
（２）その他教育長が必要と認める書類
２　補助事業を中止又は廃止しようとする補助事業者は、規則第６条第１項第３号の規定により、あらかじめ補助事業中止（廃止）承認申請書（様式第４号）を教育長に提出し、承認を受けなければならない。
（交付決定の取消し等）

第９条　教育長は、前条第２項の申請があった場合又は次の各号に掲げる場合には、第６条の決定の内容の全部若しくは一部を取り消し、又は変更することができる。

　（１）補助事業者が、法令、この要綱又はこれらに基づく教育長の処分若しくは指示に違反した場合

（２）補助事業者が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合

（３）補助事業者が、補助事業に関して不正、怠慢その他不適当な行為をした場合

２　教育長は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する補助金が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。

（実績報告）

第10条　規則第12条の規定による報告にあたっては、補助事業の完了した日の翌日から起算して30日以内に次の各号に掲げる書類を教育長に提出しなければならない。ただし、補助事業を中止又は廃止した場合は、中止又は廃止の承認のあった日の翌日から起算して30日以内に提出しなければならない。
（１）実績報告書（様式第５号）
（２）その他教育長が必要と認める書類

（額の確定等）

第11条　教育長は、規則第13条の規定による補助金の額の確定後、当該補助金を交付する。
２　前項において確定をしようとする補助金の額に、千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。
（その他必要な事項）

第12条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関するその他必要な事項は、教育長が別に定める。
附　則

１　この要綱は、平成29年８月23日から施行し、平成29年度の事業から適用する。
附　則

この要綱は、令和元年６月18日から施行し、令和元年度の事業から適用する。
附　則

この要綱は、令和３年７月29日から施行し、令和３年度の事業から適用する。
附　則

この要綱は、令和４年６月１日から施行し、令和４年度の事業から適用する。
附　則

この要綱は、令和８年６月30日から施行し、令和８年度の事業から適用する。
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